
別表 
山口県景観形成推進協議会 名簿 

番号 部局名 課名 役職 備考 

1 土木建築部  部次長  

2 
総務部 

学事文書課 課長  

3 管財課 課長  

4 

総合企画部 

政策企画課 課長  

5 中山間地域づくり推進課 課長  

6 市町課 課長  

7 

環境生活部 

県民生活課 課長  

8 環境政策課 課長  

9 廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ対策課 課長  

10 自然保護課 課長  

11 産業労働部 産業政策課 課長  

12 
観光スポー

ツ文化部 

観光政策課 課長  

13 観光プロモーション推進室 室長  

14 文化振興課 課長  

15 

農林水産部 

農林水産政策課 課長  

16 農業振興課 課長  

17 農村整備課 課長  

18 森林企画課 課長  

19 森林整備課 課長  

20 漁港漁場整備課 課長  

21 

土木建築部 

技術管理課 課長  

22 道路整備課 課長  

23 道路建設課 課長  

24 都市計画課 課長  

25 砂防課 課長  

26 河川課 課長  

27 港湾課 課長  

28 建築指導課 課長  

29 住宅課 課長  

30 企業局 電気工水課 課長  

31 

教育庁 

教育政策課 課長  

32 学校運営・施設整備室 室次長  

33 義務教育課 課長  

34 高校教育課 課長  

35 地域連携教育推進課 課長  

36 
警察本部 

会計課 課長  

37 交通規制課 課長  

 

 

 

山口県景観形成市町連絡会議設置要綱 

 
（設置） 

第１条 山口県の景観形成について、地域の実情に精通している市町と緊密な連携を図るため、山口県景観形成市町連

絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 連絡会議は、次に掲げる事項について意見調整するものとする。 

（１） 県土の景観形成の推進に関すること。 

（２） 県土の景観形成に関する施策の研究、知識の普及、啓発等に関すること。 

（組織） 

第３条 連絡会議は、山口県土木建築部都市計画課長及び別表による各市町から選任された景観まちづくり担当者をも

って構成する。 

２ 連絡会議に座長を置き、座長は、山口県土木建築部都市計画課長をもって充てる。 

３ 座長は連絡会議を総括する。 

４ 第１項及び第２項に規定される者に支障があるときは、その代理人が出席することができる。 

（会議） 

第４条 連絡会議は、必要に応じて、座長が招集する。 

（事務局） 

第５条 事務局を山口県土木建築部都市計画課に置く。 

２ 事務局は、会議の庶務を行う。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営について必要な事項は、座長が別に定める。 
 

附 則 

 この要綱は、平成 15 年 8 月 22 日から施行する。 

 この要綱は、平成 17 年 5 月 16 日から施行する。 

 この要綱は、平成 18 年 5 月 18 日から施行する。 

 この要綱は、平成 19 年 3 月 21 日から施行する。 

この要綱は、平成 21 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 22 年 1 月 16 日から施行する。 

この要綱は、平成 22 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 24 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 26 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 28 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 30 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、平成 31 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 3 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 4 年 4 月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 5 年 4 月 １日から施行する。 
 

別表 

市町名 所属（課） 市町名 所属（課） 

下 関 市 都市計画課 美 祢 市 建設課 

宇 部 市 都市計画課 周 南 市 都市政策課 

山 口 市 都市計画課 山陽小野田市 都市計画課 

萩    市 都市政策課 周防大島町 施設整備課 

防 府 市 都市計画課 和 木 町 都市建設課 

下 松 市 都市政策課 上 関 町 企画財政課 

岩 国 市 景観整備課 田布施町 建設課 

光    市 都市政策課 平 生 町 建設課 

長 門 市 都市建設課 阿 武 町 土木建築課 

柳 井 市 都市計画・建築課   
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